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誌上相談室 Q＆A　2023年度税制改正大綱が2022年12月23
日に閣議決定されました。
　10月から開始される消費税の「インボイス制
度」は、その円滑な実施へ向けて、免税事業者
がインボイス発行事業者となった場合の税負
担や、事業者の事務負担を軽減する内容が盛
り込まれました。また、2024年から開始される
「電子帳簿保存法」における電子取引のデータ
保存義務化では、保存要件が大幅に緩和され
ています。
　今回は、多くの事業者に影響のあるインボイ
ス制度と電子帳簿保存法の改正内容について
解説します。

　
佐
藤
　
晴
美
氏

【テーマ】
２０２３年度税制改正のポイント

【インボイス制度、
      電子帳簿保存法】

１
．
消
費
税
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
負
担
軽
減
措
置

　
イ
ン
ボ
イ
ス
（
適
確
請
求
書
）
と
は
、
現
行

の
区
分
記
載
請
求
書
に
、
イ
ン
ボ
イ
ス
番
号
、

消
費
税
率
お
よ
び
消
費
税
額
の
記
載
を
追
加
し

た
書
類
や
デ
ー
タ
で
す
。
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
と

は
、
買
い
手
（
課
税
事
業
者
）
の
求
め
に
応
じ

て
、
売
り
手
で
あ
る
イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者

は
イ
ン
ボ
イ
ス
を
交
付
・
保
存
す
る
必
要
が
あ

り
、
買
い
手
は
仕
入
税
額
控
除
の
た
め
に
交
付

さ
れ
た
イ
ン
ボ
イ
ス
の
保
存
が
必
要
と
な
る
制

度
で
す
。
イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者
と
な
る
た

め
に
は
、
事
前
の
登
録
申
請
が
必
要
で
、
課
税

事
業
者
の
み
登
録
が
受
け
ら
れ
ま
す
。

①
税
負
担
の
軽
減

　

免
税
事
業
者
が
イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者
と

な
る
場
合
、
消
費
税
の
納
税
が
新
た
に
生
じ
る
こ

と
と
な
り
ま
す
。
そ
こ
で
、
２
０
２
３
年
10
月
1

日
か
ら
２
０
２
６
年
9
月
30
日
ま
で
の
３
年
間
に

限
り
、
消
費
税
納
税
額
を
売
上
税
額
の
２
割
に

軽
減
す
る
措
置
が
設
け
ら
れ
ま
す
（
図
１
参
照
）。

こ
の
手
続
き
の
た
め
の
事
前
届
け
出
は
不
要
で

す
。

②
事
務
負
担
の
軽
減

　

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
で
は
、
少
額
な
取
引
で

あ
っ
て
も
、
消
費
税
率
の
正
確
な
判
定
の
た
め

に
イ
ン
ボ
イ
ス
の
保
存
が
必
要
で
す
。

　
今
回
の
改
正
に
よ
り
、
前
々
年
の
課
税
売
上

高
が
１
億
円
以
下
で
あ
る
事
業
者
は
、
１
万
円

未
満
の
課
税
仕
入
れ
に
つ
い
て
６
年
間
は
イ
ン

ボ
イ
ス
の
保
存
を
不
要
と
し
、
帳
簿
の
保
存
の

み
で
仕
入
税
額
控
除
が
可
能
と
な
り
ま
す
。
ま

た
、
買
い
手
側
に
よ
り
差
し
引
か
れ
た
振
込
手

数
料
な
ど
の
１
万
円
未
満
の
少
額
な
値
引
き
等

に
つ
い
て
は
、
事
業
者
の
事
務
負
担
に
配
慮
し

て
、
売
り
手
側
の
返
還
イ
ン
ボ
イ
ス
の
交
付
が

不
要
と
さ
れ
ま
す
。

③
登
録
申
請
期
限
の
延
長

　
２
０
２
３
年
10
月
１
日
か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス
発

行
事
業
者
と
な
る
た
め
に
は
、
２
０
２
３
年
３

月
末
ま
で
に
登
録
申
請
を
す
る
必
要
が
あ
り
ま

し
た
が
、
今
回
の
改
正
で
は
４
月
以
降
の
申
請

で
も
可
能
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
10
月
１
日
よ
り
後
に
イ
ン
ボ
イ
ス
発

行
事
業
者
と
な
る
場
合
の
登
録
申
請
期
限
が
、

現
行
の「
１
カ
月
前
ま
で
」か
ら「
15
日
前
ま
で
」

と
な
る
な
ど
、
登
録
申
請
手
続
き
が
柔
軟
化
さ

れ
ま
す
。

２
．
電
子
取
引
の
デ
ー
タ
保
存
義
務
化
の

　
　
要
件
緩
和

　
領
収
書
や
請
求
書
な
ど
を
デ
ー
タ
で
送
付
・

受
領
し
て
い
る
場
合
、
電
子
帳
簿
保
存
法
の
原

則
で
は
、
そ
の
電
子
取
引
デ
ー
タ
を
日
付
や
金

額
、
取
引
先
で
検
索
で
き
る
よ
う
に
保
存
す
る

こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
ま
す
。
こ
の
義
務
化
は

２
０
２
４
年
か
ら
本
格
的
に
ス
タ
ー
ト
し
ま
す

が
、
中
小
企
業
に
お
い
て
は
、
事
務
負
担
の
増

加
が
懸
念
さ
れ
て
い
ま
し
た
。
今
回
の
改
正
で
、

電
子
取
引
デ
ー
タ
保
存
の
要
件
が
大
幅
に
緩
和

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

①
デ
ー
タ
検
索
機
能
の
確
保
要
件
の
緩
和

　
電
子
取
引
デ
ー
タ
を
税
務
職
員
か
ら
の
求
め

に
応
じ
て
デ
ー
タ
で
提
出
で
き
る
よ
う
に
し
て

い
る
こ
と
を
前
提
に
、
売
上
高
が
５
０
０
０
万

円
以
下
の
事
業
者
や
、出
力
し
た
書
面
の
提
示・

提
出
が
で
き
る
事
業
者
に
つ
い
て
は
、
デ
ー
タ

検
索
機
能
の
確
保
要
件
が
不
要
と
な
り
ま
す
。

②
シ
ス
テ
ム
対
応
が
間
に
合
わ
な
か
っ
た

　
事
業
者
へ
の
猶
予
措
置

　
シ
ス
テ
ム
対
応
が
間
に
合
わ
な
か
っ
た
と
し

て
税
務
署
長
が
認
め
、
か
つ
、
税
務
職
員
か
ら

の
求
め
に
応
じ
、
電
子
取
引
デ
ー
タ
を
提
出
で

き
る
こ
と
に
加
え
て
、出
力
し
た
書
面
の
提
示・

提
出
が
で
き
る
場
合
、
保
存
要
件
を
問
わ
ず
に

従
前
の
方
法
で
デ
ー
タ
保
存
が
で
き
る
こ
と
と

さ
れ
ま
す
。
こ
の
改
正
に
よ
り
、
多
く
の
中
小

企
業
が
対
応
し
や
す
く
な
り
ま
す
。

　
税
理
士

（引用）日本商工会議所作成「令和5年度 税制改正のポイント」

図１．軽減措置適用前後の消費税納税額の比較

図２．見直し後のインボイス発行事業
者への登録スケジュール（2023
年10月以降）

例）2024年４月１日を登録希望日とした場合

売上800万円
（税抜）の
イラスト制作
事業者の場合

納税額：40万円
※簡易課税（みなし
　仕入率50％）を
　適用

納税額：16万円
※売上税額
　80万円×0.2

通常
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負担
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登録
現行の
提出期限
（1カ月前）

インボイス
制度開始

課税期間
の初日
2024.4.12024.3.172024.2.282023.10.1

申請書
提出

申請書
提出

（引用）日本商工会議所作成「令和5年度 税制改正のポイント」


